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第１章 取組の推進に関する基本的考え方 

 

本道の農業・農村は、洪水の防止や水源のかん養といった国土の保全をはじめ、大気の

浄化、美しい景観の形成など、様々な公益的機能を発揮することにより、道民の生命と財

産、豊かな暮らしを守る重要な役割が期待されている。 

このような中、道では、北海道農業・農村振興条例（平成９年４月３日北海道条例第 10

号）第６条に基づき策定した「第６期北海道農業・農村振興推進計画（令和３年（2021年）

年３月策定）」において、農業・農村に対する道民理解を促進し、本道の農業・農村を貴

重な財産として育み、将来に引き継いでいくため、農業・農村の有する多面的機能の発揮

などに向けて地域住民が一体となって進める活力ある農村づくりに向けた取組を推進す

ることとしている。 

一方、本道の農村地域では、人口減少や高齢化が進行し、集落機能や農業・農村の多面

的機能の低下が懸念される状況となっており、集落機能の維持や地域資源の保全、コミュ

ニティの活力低下への対応が必要となっている。 

このような状況において、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るためには、

地域資源の適切な保全管理や質的向上を図る取組を推進していくことが重要なことから、

農地や水路など地域資源の適切な保全管理や質的向上を図るための地域の共同活動に対

し、多面的機能支払交付金により支援していく。 

 

第２章 多面的機能支払交付金の実施状況  

  

１．３支払の実施状況 

(１) 農地維持支払 

令和２年度においては、152 市町村、741 組織で実施しており、認定農用地面積は

782,482haと制度開始以来最大の取組面積となり、全道農用地面積の約７割で実施して

おり、交付金額は 75 億円程度で推移している。 

なお、対象組織数が平成 30 年度から 93 組織減少しているが、これらの多くは体制

強化を目的とした組織の広域化や合併によるものである。 

 

【農地維持支払の実施状況】 

  H30 R1 R2 備考 

市町村数 150市町村 151市町村 152市町村 全市町村数：179市町村 

 取組率 83.8％ 84.4％ 84.9％ 市町村数÷全市町村数 

対象組織数 834組織 765組織 741組織  

 広域活動組織 41組織 44組織 46組織  

認定農用地面積 780,557ha 777,629ha 782,482ha 
農用地面積  H30：1,158.4千ha 

R1：1,159.9千ha、R2：1,163.0千ha 

 カバー率 67％ 67％ 67％ 認定農用地面積÷農用地面積 

 農振農用地区域外 6,603ha 1,820ha 1,851ha  
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対象 水路 38,922km 39,436km 39,274km  

施設 農道 28,840km 27,447km 28,172km  

 ため池 769箇所 717箇所 742箇所  

交付金額 7,422百万円 7,477百万円 7,562百万円  

 

(２) 資源向上支払（共同） 

令和２年度においては、142市町村、699組織で実施しており、認定農用地面積は

725,525haと農地維持支払の９割を超える組織、農地で実施している。 

農村環境保全活動におけるテーマ別の実施組織数は、「景観形成・生活環境保全

（675 組織）」が最も多く、９割を超える組織で実施されており、次いで「水質保全

（222組織）」、「生態系保全（190組織）」の順となっている。 

 

【資源向上支払（共同）の実施状況】 

  H30 R1 R2 備考 

市町村数 141市町村 141市町村 142市町村 全市町村数：179市町村 

 取組率 78.8％ 78.8％ 79.3％ 市町村数÷全市町村数 

対象組織数 787組織 719組織 699組織  

 広域活動組織 37組織 40組織 42組織  

認定農用地面積 717,987ha 714,897ha 725,525ha 
農用地面積  H30：1,158.4千ha 

R1：1,159.9千ha、R2：1,163.0千ha 

 カバー率 62％ 62％ 62％ 認定農用地面積÷農用地面積 

 農振農用地区域外 0ha 1,464ha 1,547ha  

対象 水路 38,318km 38,745km 38,691km  

施設 農道 28,058km 26,650km 27,439km  

 ため池 715箇所 668箇所 711箇所  

交付金額 3,951百万円 4,029百万円 4,100百万円  

テ
ー
マ 

生態系保全 189組織 188組織 190組織  

水質保全 264組織 239組織 222組織  

景観形成 

・生活環境保全 
769組織 698組織 675組織  

水田貯留 

・地下水かん養 
76組織 92組織 70組織  

資源循環 22組織 24組織 25組織  

 

(３) 資源向上支払（長寿命化） 

令和２年度においては、7市町村、14組織で水路 93㎞等を対象として、施設の補修

や更新を実施している。 

対象組織数、交付金額など減少傾向にあるが、これらは組織の長寿命化整備計画期間

の終了によるものである。 
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【資源向上支払（長寿命化）の実施状況】 

  H30 R1 R2 備考 

市町村数 8市町村 6市町村 7市町村 全市町村数：179市町村 

 取組率 4.5％ 3.4％ 3.9％ 市町村数÷全市町村数 

対象組織数 19組織 13組織 14組織  

 広域活動組織 1組織 1組織 1組織  

対象農用地面積 10,997ha 9,211ha 9,679ha 
農用地面積  H30：1,158.4千ha 

R1：1,159.9千ha、R2：1,163.0千ha 

 カバー率 1％ 1％ 1％ 対象農用地面積÷農用地面積 

 農振農用地区域外 0ha 17ha 55ha  

対象 水路 280km 127km 93km  

施設 農道 110km 63km 31km  

 ため池 7箇所 0箇所 17箇所  

交付金額 92百万円 74百万円 59百万円  

 
２．多様な主体の参画状況（対象組織の構成員） 
  対象組織の構成員は、令和２年度末現在、農業者が個人 36,316 人・2,413 団体、農業

者以外が個人 7,952人・4,884団体、あわせて 51,565 人･団体であり、農業者以外の割合

は、全体の約４分の１となっている。 
  農業者以外の団体は、自治会が最も多く、次いで女性会、ＪＡの順となっている。 
 

【参画状況（対象組織の構成員）】 

  H30 R1 R2 備考 

農

業

者 

個人 36,581人 35,901人 36,316人  

農事組合法人 370団体 794団体 866団体  

営農組合 122団体 168団体 102団体  

その他の農業者団体 1,181団体 1,368団体 1,445団体  

団体数計 1,673団体 2,330団体 2,413団体  

農

業

者

以

外 

個人 7,979人 8,274人 7,952人  

自治会 1,822団体 1,827団体 1,789団体  

女性会 463団体 490団体 459団体  

子供会 175団体 173団体 160団体  

土地改良区 446団体 416団体 422団体  

JA 503団体 479団体 444団体  

学校・PTA 121団体 114団体 116団体  

NPO 12団体 14団体 31団体  

その他 1,625団体 1,546団体 1,463団体  

団体数計 5,167団体 5,059団体 4,884団体  



4 
 

 

第３章 多面的機能支払交付金の効果  

 

１．調査方法 

(１) 評価の視点 

    ①資源と環境 

・地域資源の適切な保全管理 

     ・農業用施設の機能増進 

・農村環境の保全・向上 

・自然災害の防災・減災・復旧 

②社会 

・農村の地域コミュニティの維持・強化への貢献 

③経済 

・構造改革の後押し等地域農業への貢献 

(２) 調査方法 

活動組織の自己評価（令和元年度、令和２年度 対象組織：115組織） 

活動組織の市町村評価（令和元年度、令和２年度 41 市町村 対象組織：115 組織） 

多面的機能支払交付金の効果等に関するアンケート調査（活動組織） 

（令和２年度～３年度 国・道実施 対象組織：741） 

多面的機能支払交付金の効果等に関するアンケート調査（市町村） 

（令和３年度道実施 対象市町村：152） 

(３) 評価の手法 

  各効果項目の評価については、令和元年度及び２年度に実施した活動組織の自己評

価、活動組織の市町村評価や令和２年度及び令和３年度に国と道で実施した活動組織

アンケート、市町村アンケートの結果をもとに評価する。 

 

【評価区分】 

 

 

 

 

 

ａ．ほとんどの組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる 

（ 全体の８割程度以上で効果が発現している、又は、発現が見込まれる） 

 ｂ．大半の組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる  

（全体の５割程度以上８割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）  

ｃ．一部の組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる  

（全体の２割程度以上５割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）  

ｄ．効果の発現が限定的である、又は、発現の見込みが限定的である 

（ 全体の２割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）  
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２．効果の発現状況 

 

(１) 資源と環境 

１) 地域資源の適切な保全管理 

『遊休農地の発生防止』、『水路・農道等の地域資源の適切な保全』及び『鳥獣被

害の抑制・防止』は、いずれの指標も概ね８割以上の市町村及び組織で効果が発現

していると評価していることから、「ａ」評価とした。  

『非農業者の地域農業や農業用水、農業水利施設等への理解醸成』は、活動組織ア

ンケートで効果が発現していると回答した組織が 60％であることから、「ｂ」評価と

した。 

『水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保等、管理体制の強化』は、活

動組織の自己評価で 50％の組織が、市町村評価で 53％の市町村が効果が発現してい

ると評価していることから、「ｂ」評価とした。 

 

＜まとめ＞ 

各効果項目とも「ａ」又は「ｂ」の評価となり、概ね効果が発現している、 

又は発現が見込まれると評価する。 

   なお、農村地域の人口減少や高齢化の進行に対応するため、非農業者に対 

する理解醸成を高めるとともに参画を推進し、地域資源の保全管理体制の強 

化を支援していく必要がある。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

遊休農地の発生防止 

（市町村評価：共同活動により地域資源が適切に保全管理され、遊休農地の発生を

抑制 77％） 

（活動組織アンケート Q1：本交付金に取り組んでいなければ、活動の対象農用地

内に遊休農地が発生または面積が拡大していたと思う 89％） 

■ □ □ □ 

水路・農道等の地域資源の適切な保全 

（自己評価：水路・農道等の地域資源の機能維持 78％） 

（活動組織アンケート Q2：本交付金に取り組んでいなければ、農業用施設の管理

が粗放化、施設の機能低下が進行していると思う 82％） 

■ □ □ □ 

鳥獣被害の抑制・防止 

（自己評価：鳥獣被害の防止等の農地利用や地域環境の改善 83％） 
■ □ □ □ 

非農業者の地域農業や農業用水、農業水利施設等への理解醸成 

（活動組織アンケート Q3：活動を通じて、地域の農地や農業水利施設等への関心

や理解、取組への協力意識が高まっていると思う 60％） 

□ ■ □ □ 

水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保等、管理体制の強化 

（自己評価：水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保 50％） 

（市町村評価：共同活動に参加する非農業者が増えている等、地域資源の管理体制

が強化 53％） 

□ ■ □ □ 
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《多面的機能支払版 SDGsの達成への貢献 ※参考》 

 令和２年度実施状況報告書、活動組織アンケート結果などから現況の取組状況等を記載。  

指   標 現況（R2） 

SDGs 2：持続可能な農業生産を支える  

 本交付金の取組が行われている農地の割合（カバー率） 67％ 

 

２) 農業用施設の機能増進 

    『施設の破損、故障や溢水等による農業生産や周辺地域への被害抑制』は、活動組

織アンケートで資源向上支払（長寿命化）に取り組む全ての組織で効果が発現してい

ると回答したことから、「ａ」評価とした。 

    『農業用施設の知識や補修技術の向上』は、活動組織アンケートで効果が発現して

いると回答した組織が 71％であることから、「ｂ」評価とした。 

『定期的な機能診断、補修等の実施や直営施工の導入等による施設の維持管理費

の低減』は、活動組織アンケートで効果が発現していると回答した組織が 95％であ

ることから、「ａ」評価とした。 

 

＜まとめ＞ 

各効果項目とも「ａ」又は「ｂ」の評価であり、概ね効果が発現している、 

又は発現が見込まれると評価する。 

なお、補修技術等の向上は、組織が行う施設の機能診断や補修技術等に関 

 する研修について、道協議会と連携の上、効果的に支援し知識や技術の向上 

 を図る。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

施設の破損、故障や溢水等による農業生産や周辺地域への被害抑制 

（活動組織アンケート Q6：資源向上支払（長寿命化）に取り組まなかった場合、破

損、老朽化等により農業生産への影響が出ると思う 100％） 

■ □ □ □ 

農業用施設の知識や補修技術の向上 

（活動組織アンケート Q4：資源向上支払（共同、長寿命化）への取組により、補修

技術が高まっていると思う 71％） 

□ ■ □ □ 

定期的な機能診断、補修等の実施や直営施工の導入等による施設の維持管

理費の低減 
（活動組織アンケート Q5：資源向上支払（共同、長寿命化）への取組により、定期

的な機能診断、補修等の実施や直営施工を導入したこと等により、施設の維持管

理費が低減されていると思う 95％） 

■ □ □ □ 

 

《多面的機能支払版 SDGsの達成への貢献※参考》 

令和２年度実施状況報告書、活動組織アンケート結果などから現況の取組状況等を記載。 

指   標 現況（R2） 

SDGs 9：災害に強いインフラづくりとそのための技術開発に貢献する  

 資源向上支払（共同、長寿命化）の対象施設量 水路 38,691km 
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農道 27,439km 

ため池 711 箇所 

 増進活動（地域住民による直営施工）に取り組む組織数 6 組織 

0.8％ 

 

３) 農村環境の保全・向上 

    『地域の環境の保全・向上（生態系）』は、活動組織アンケートで効果が発現して

いると回答した組織が 75％であることから、「ｂ」評価とした。 

その他の効果項目は、各指標で効果が発現していると回答した組織が８割以上で

あることから、「ａ」評価とした。 

 

＜まとめ＞ 

各効果項目とも「ａ」又は「ｂ」の評価であり、高い効果が発現している、 

又は発現が見込まれると評価する。 

  なお、アライグマ等の外来種の駆除については、広域的に取り組むことで 

 大きな波及効果を生み出すことが期待できる活動として推進しているが、依 

 然として捕獲数は増加していることなどから、引き続き、関係部局と連携し 

 ながら支援を進めていく。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

地域の環境の保全・向上 

（自己評価：農村環境の向上 89％） 
■ □ □ □ 

地域の環境の保全・向上（生態系） 

（活動組織アンケート Q7-1-1：活動を通じて、生息する在来生物の種類や生息数

が増えたり、外来生物の生息範囲や生息数が減るなど、生態系保全の効果が出て

きたと思う 75％） 

□ ■ □ □ 

地域の環境の保全・向上（水質） 

（活動組織アンケート Q7-2-1：活動を通じて、地域の農業用水などの水の濁りや

異臭が減少するなど、水質保全の効果が出てきたと思う 84％） 

■ □ □ □ 

地域の環境の保全・向上（景観） 

（活動組織アンケート Q7-3-1：活動を通じて、景観形成のための植栽面積が増え

たり、雑草の繁茂や不法投棄が減るなど、景観形成・生活環境保全の効果が出て

きたと思う 91％） 

■ □ □ □ 

地域住民の地域資源や農村環境の保全への関心の向上 

（自己評価：地域住民の農村環境保全への関心の向上 89％） 

（活動組織アンケート Q7-1-2：活動を通じて、参加者は、生態系保全に対する関心

や理解、取組の協力意識が高まっていると思う 94％） 

（活動組織アンケート Q7-2-2：活動を通じて、参加者は、水質保全に対する関心や

理解、取組の協力意識が高まっていると思う 85％） 

（活動組織アンケート Q7-3-2：活動を通じて、参加者は、景観形成・生活環境保全

に対する関心や理解、取組の協力意識が高まっていると思う 91％） 

■ □ □ □ 
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《多面的機能支払版 SDGsの達成への貢献※参考》 

令和２年度実施状況報告書、活動組織アンケート結果などから現況の取組状況等を記載。  

指   標 現況（R2） 

SDGs15：地域における生物多様性を保全する  

 生態系保全に取り組む組織数 190組織 

25.6％ 

 生態系保全（外来種の駆除）に取り組む組織数 166組織 

22.4％ 

SDGs 6：地域における水質を保全する  

 水質保全に取り組む組織数 222組織 

30.0％ 

 景観形成・生活環境保全（施設等の定期的巡回点検・清掃）に取り組

む組織数 

543組織 

73.3％ 

SDGs14：海洋・海洋資源を保全する  

 水田貯留機能増進・地下水かん養（水源かん養林等の保全）に取り組

む組織数 

19 組織 

2.6％ 

 水質保全に取り組む組織数（SDGs 6 と重複） 222組織 

30.0％ 

 景観形成・生活環境保全（施設等の定期的巡回点検・清掃）に取り組

む組織数（SDGs 6と重複） 

543組織 

73.3％ 

SDGs 7：持続可能なエネルギーの利用を推進する  

 資源循環（小水力発電施設の適正管理）に取り組む組織数 17 組織 

2.3％ 

SDGs12：持続可能な生産・消費を進める  

 資源向上支払（共同＝農村環境保全活動）に取り組む組織数 699組織 

94.3％ 

 水田貯留機能増進・地下水かん養（水源かん養林等の保全）に取り組

む組織数（SDGs14と重複） 

70 組織 

9.4％ 

 資源循環に取り組む組織数 25 組織 

3.4％ 

 

４) 自然災害の防災・減災・復旧 

   『自然災害や二次災害等による被害の抑制・防止』は、活動組織アンケートで「水路

等の施設を適正に管理することで、大雨時の水害の防止に役立っている」と回答した

組織が 68％であったが、その他の活動組織アンケートで「異常気象時における被害

減少や早期復旧に役立っている」と回答した組織が 98％、活動組織の自己評価で 84％

の組織が効果が発現していると評価していることから、「ａ」評価とした。 

『災害後の点検や復旧の迅速化』は、活動組織アンケートで効果が発現していると

回答した組織が 53％であることから、「ｂ」評価とした。 

『地域住民の防災・減災に対する意識の向上、体制の強化』は、活動組織アンケー

ト及び自己評価のいずれも効果が発現していると回答した組織は３割程度であるこ

とから、「ｃ」評価とした。 
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＜まとめ＞ 

地域住民の防災意識に関することは、「ｃ」評価だが、被害の抑制・防止や 

被災後の点検・復旧については、「ａ」又は「ｂ」と、一定程度の効果が発現 

している、又は発現が見込まれると評価する。 

  なお、近年の異常気象への対応において、本交付金を活用した防災・減災 

 の取組や災害時の応急措置等の取組は有効であるため、地域住民を含め、先 

 進的な取組事例の紹介などの情報発信を行い地域の体制づくりの支援を行っ 

 ていく。 

また、水田の持つ雨水貯留機能を活用した取組（田んぼダム）をより広域 

 で取り組む活動として引き続き推進していく。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

自然災害や二次災害等による被害の抑制・防止 

（自己評価：自然災害や二次災害による被害の抑制・防止 84％） 

（活動組織アンケート Q9：排水路の泥上げやため池の点検・補修など、多面的機

能支払により施設の維持管理を行う活動が、異常気象時における被害減少や早期

復旧に役立っていると思う 98％） 

（活動組織アンケート Q10-1：水路等の施設を適正に管理することで、大雨時の水

害を防止 68％） 

■ □ □ □ 

災害後の点検や復旧の迅速化 

（活動組織アンケート Q10-6：軽微な被害箇所を早急に復旧 53％） 
□ ■ □ □ 

地域住民の防災・減災に対する意識の向上、体制の強化 

（自己評価：地域住民の防災・減災に対する意識の向上 31％） 

（活動組織アンケート Q10-4：共同活動を通じた管理体制の整備や地域コミュニテ

ィ力の向上により、災害時に地域でまとまって対応 33％） 

□ □ ■ □ 

  

《多面的機能支払版 SDGsの達成への貢献※》 

令和２年度実施状況報告書、活動組織アンケート結果などから現況の取組状況等を記載。 

指   標 現況（R2） 

SDGs13：気候変動及びその影響を軽減するための対策を実践する  

 農地維持支払に取り組む組織数（異常気象時の対応を行っている組織

数） 

741組織 

100％ 

 水田貯留機能増進・地下水かん養に取り組む組織数 70 組織 

94.5％ 

 増進活動（防災・減災力の強化）に取り組む組織数 332組織 

44.8％ 

 啓発・普及（地域住民等との交流活動）で、地域における水田を利用

した水田貯留機能増進・地下水かん養を推進していくために下流域と

上流域との間での情報交換会の実施等により、連携を図っている組織

数 

59 組織 

8.0％ 
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(２) 社会 

１）農村の地域コミュニティの維持・強化への貢献 

『話し合いや活動機会の増加による地域コミュニティの活性化』は、活動組織の自

己評価で「地域コミュニティの維持・発展に対する意識の向上」と評価した組織や活

動組織アンケートで「地域の行事やイベントが始まった、あるいは盛んになった」と

回答した組織が３割程度であるが、その他の指標は、７割程度の組織で効果が発現し

ていると評価していることから、「ｂ」評価とした。 

『各種団体や非農業者等の参画の促進』は、活動組織の自己評価で 71％の組織が

「農村の将来を考える地域住民の増加」について効果が発現していると回答してい

るが、活動組織アンケートで効果が発現していると回答した組織が 83％～90％と高

い割合であることから、「ａ」評価とした。 

『地域づくりのリーダーの育成』は、活動組織アンケートで効果が発現していると

回答した組織が 58％であることから、「ｂ」評価とした。 

『農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化』は、活動組織の自己評価で全

ての組織で効果が発現していると回答していることから、「ａ」評価とした。 

 

＜まとめ＞ 

各効果項目とも「ａ」又は「ｂ」の評価であり、概ね効果が発現している、 

 又は発現が見込まれると評価する。 

なお、地域コミュニティの維持、発展を図るためには、地域づくりのリー 

 ダーの育成、確保は重要なことであることから、道協議会と連携して、事例 

収集、情報発信を推進していく。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

話し合いや活動機会の増加による地域コミュニティの活性化 

（自己評価：隣接集落等他の集落との連携体制の構築 63％） 

（自己評価：地域コミュニティの維持・発展に対する意識の向上 26％） 

（活動組織アンケート Q12:地域が目指す方向についての話し合いが始まった、あ

るいは盛んになった 66％） 

（活動組織アンケート Q12:地域の行事やイベントが始まった、あるいは盛んにな

った 38％） 

（活動組織アンケート Q13-4:多面的機能支払に取り組んでいなければ、地域に関

わる話し合いの回数や参加者数が減るだろう 回数 71％、参加者数 75％） 

□ ■ □ □ 

各種団体や非農業者等の参画の促進 

（自己評価：農村の将来を考える地域住民の増加 71％） 

（活動組織アンケート Q8：農村環境保全活動は、非農業者や非農業団体が本交付

金の活動やその他の地域活動に参加するきっかけとなっている 83％） 

（活動組織アンケート Q13-2：多面的機能支払に取り組んでいなければ、活動の実

施や参加者数が減る、あるいは活動を行わないだろう 農地維持 83％、資源向

上（共同）90％） 

■ □ □ □ 

地域づくりのリーダーの育成 

（活動組織アンケート Q14-4：本交付金による取組は、地域づくりのリーダーの育

成に役立っている 58％） 

□ ■ □ □ 
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農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化 
（自己評価：伝統農法・文化の復活や継承を通じた農村コミュニティの強化 

100％） 
■ □ □ □ 

 

《多面的機能支払版 SDGsの達成への貢献※参考》 

令和２年度実施状況報告書、活動組織アンケート結果などから現況の取組状況等を記載。 

指   標 現況（R2） 

SDGs16：多様な主体の参画による地域づくりを促進する  

 女性会、子供会、学校・PTA が参画する組織数 332組織 

44.8％ 

 保全管理の目標（多様な参画・連携型）を選択した組織数 140組織 

18.9％ 

SDGs 5：女性の参画により、地域や組織の取り組みの可能性を広げる  

 女性会が参画する組織数 267組織 

36.0％ 

 女性役員がいる組織数 97 組織 

13.0％ 

 活動に参加する女性の割合※活動組織アンケート等 12.0％ 

SDGs 8：地域における所得向上や雇用の確保を図る  

 増進活動（農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化）に取り

組む組織数 

11 組織 

1.5％ 

SDGs11：住み続けられる地域をつくる  

 多面的機能支払に取り組む農業集落の割合 

※2020 年農林業センサス 

3,019 集落 

64.1％ 

 多様な主体の参画数（構成員数） 27,056 人・団体 

 都市的地域と平地～山間農業地域に跨る組織数 3 組織 

0.4％ 

SDGs 4：地域内外の人に質が高い教育・生涯学習の機会を提供する  

 資源向上支払（共同＝農村環境保全活動）に取り組む組織数 699組織 

94.3％ 

 啓発・普及活動（学校教育等との連携）に取り組む組織数 104組織 

14.0％ 

SDGs 3：やすらぎや福祉の機会を提供する  

 増進活動（やすらぎ・福祉及び教育機能の活用）に取り組む組織数 3 組織 

0.4％ 
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(３) 経済 

１) 構造改革の後押し等地域農業への貢献 

    『非農業者等の共同活動への参加による担い手農業者の負担軽減』は、活動組織

の自己評価でいずれの指標も５割以下であることから「ｃ」評価とした。 

    『担い手農業者の育成・確保』は、活動組織の自己評価で「営農意欲の維持、ま

たは拡大」に効果が発現していると評価した組織が 46％であるが、「地域農業の将

来を考える農業者の増加」に効果が発現していると評価した組織が 75％であること

から、「ｂ」評価とした。 

    『農地の利用集積の推進』は、活動組織の自己評価で「不在村地主との連絡体制の

確保」に効果が発現していると評価した組織が 39％であるが、市町村評価で「担い

手農業者への農地利用集積・集約または話し合い」に効果が発現していると評価した

市町村が 56％、活動組織アンケートで「農地の利用集積や集積に向けた話し合い等

のきっかけになっている」と回答した組織が 71％と概ね５割以上で効果が発現して

いると評価していることから、「ｂ」評価とした。 

    『農産物の高付加価値化や６次産業化の推進』は、市町村評価で効果が発現してい

ると評価した市町村は１割程度、活動組織アンケートにおいて「本交付金の取組は、

新たな生産品目づくり、農業経営の複合化、６次産業化などのきっかけになるなど、

地域農業の発展に役立っている」と回答した組織が 32％と低い状況であるが、活動

組織アンケートで「本交付金の取組は、非農業者が地域の農業や農業用水、農業用施

設等に関心をもつきっかけになるなど、地域農業の発展に役立っている」と回答した

組織が 75％であり、活動組織では概ね効果があると評価されていることから、「ｃ」

評価とした。 

 

＜まとめ＞ 

「ｂ」及び「ｃ」の評価となるが、本交付金の取組は農地の利用集積や非 

 農業者が地域に関心を持つきっかけとなるなど地域農業の発展に役立ってい 

ると回答する組織が多く、一定程度の効果が発現している、又は発現が見込 

まれると評価する。 

  なお、新たな生産品目の導入や６次産業化のきっかけとなるよう、引き続 

き、優良事例の情報発信などの支援が必要である。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

非農業者等の共同活動への参加による担い手農業者の負担軽減 

（自己評価：担い手農業者や法人等の負担軽減 31％） 

（自己評価：地域内外の担い手農業者との連携体制の構築 50％） 

□ □ ■ □ 

担い手農業者の育成・確保 

（自己評価：地域農業の将来を考える農業者の増加 75％） 

（自己評価：周辺農業者の営農意欲の維持、または拡大 46％） 

□ ■ □ □ 

農地の利用集積の推進 □ ■ □ □ 
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（自己評価：不在村地主との連絡体制の確保 39％） 

（市町村評価：担い手農業者への農地利用集積・集約または話し合い 56％） 

（活動組織アンケート Q11：本交付金の取組は、農地の利用集積や集積に向けた話

し合い等のきっかけになっている 71％） 

農産物の高付加価値化や６次産業化の推進 

（市町村評価：特産品の生産や６次産業化の取組、またはそのための検討 12％） 

（市町村評価：環境にやさしい農業の拡大、または拡大に向けた検討 14％） 

（活動組織アンケート Q11-3：本交付金の取組は、新たな生産品目づくり、農業経

営の複合化、６次産業化などのきっかけになるなど、地域農業の発展に役立って

いる 32％） 

（活動組織アンケート Q11-4：本交付金の取組は、非農業者が地域の農業や農業用

水、農業用施設等に関心をもつきっかけになるなど、地域農業の発展に役立って

いる 75％） 

□ □ ■ □ 

 

《多面的機能支払版 SDGsの達成への貢献※参考》 

令和２年度実施状況報告書、活動組織アンケート結果などから現況の取組状況等を記載。 

指   標 現況（R2） 

SDGs 2：持続可能な農業生産を支える  

 本交付金と合わせて環境保全型農業直接支払交付金に取り組む組織

数 

224組織 

30.2％ 

SDGs 8：地域における所得向上や雇用の確保を図る  

 地域住民以外の方が参加する活動を実施している組織数 140組織 

18.9％ 

 景観形成等により地域住民以外の方が来訪する資源を創出している

組織数 

95 組織 

12.8％ 

 都市と農村との交流、６次産業化が促進された組織数 106組織 

14.3％ 

 

(４) 道独自の取組 

     北海道が定める多面的機能支払の実施に関する基本方針（要綱基本方針）において、

国が定める活動指針及び活動要件に追加した各取組について、効果が発現している、

又は発現が見込まれると回答した市町村は 76％～100％、活動組織では 87％～99％で

あることから、全ての取組について「ａ」評価とした。 

 

＜まとめ＞ 

  全て「ａ」評価となり、高い効果が発現されている、又は発現が見込まれる 

と評価する。 

なお、今後も道協議会と連携して、地域特有の課題の解決に向けた取組を追 

加できるよう調査や検討を行い、地域の取組の支援を行う。 

 

都道府県独自で定めている内容 

 

評 価 

a b c d 

隔障物（電牧）の補修等により、農用地への鳥獣被害が抑制 ■ □ □ □ 
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（市町村アンケート 97％、活動組織アンケート 98％） 

農地全面への融雪材の散布により、急激な融雪による法面等の浸食が抑制
され農用地の形状が確保 
（市町村アンケート 99％、活動組織アンケート 98％） 

■ □ □ □ 

融雪排水（表面排水や地下浸透）促進のための溝切りや心土破砕により、

法面等の浸食が抑制され、農地の形状が確保 

（市町村アンケート 100％、活動組織アンケート 99％） 

■ □ □ □ 

有機質処理施設の軽微な補修や施設周辺部の草刈り等により施設を適正

管理 

（市町村アンケート 94％、活動組織アンケート 93％） 

■ □ □ □ 

ため池の堤体や取水施設等の定期的な見回り、配水操作により、施設を適
正に保守管理 

（市町村アンケート 93％、活動組織アンケート 89％） 
■ □ □ □ 

積雪被害防止のための水路の雪割りや雪解け時期の農地全面への融雪材

の散布により、施設の被害を未然に防止 

（市町村アンケート 97％、活動組織アンケート 96％） 

■ □ □ □ 

急激な融雪被害防止のための農道及び集乳道の除排雪により、施設等の被

害を未然に防止 

（市町村アンケート 94％、活動組織アンケート 93％） 

■ □ □ □ 

ほ場内浮遊物質の除去により、水田からの濁水流出防止 

（市町村アンケート 91％、活動組織アンケート 94％） 
■ □ □ □ 

農用地への有機質資材の散布により、風塵が軽減され、生活環境を保全 

（市町村アンケート 76％、活動組織アンケート 87％） 
■ □ □ □ 

生態系や環境保全のため、河川、湖沼、湿原などへの農用地からの土砂流

出を抑制 

（市町村アンケート 85％、活動組織アンケート 89％） 

■ □ □ □ 

肥培かんがい施設（共同管理に限る）の周辺部の草刈り等及び破損箇所や

老朽化した施設の改修等により施設の適正管理 

（市町村アンケート 92％、活動組織アンケート 87％） 

■ □ □ □ 

農地内にある落水口や附帯明渠排水などの附帯施設について、補修や設置

等を行うことにより、農用地内施設を適正に管理 

（市町村アンケート 96％、活動組織アンケート 94％） 

■ □ □ □ 

 

第４章 対象組織の自己評価に対する市町村評価 

 

１．対象組織による自己評価及び市町村評価の概要 

   多面的機能支払交付金における農地維持支払の「地域資源の適切な保全管理のための

推進活動」(以下「推進活動」という。)と資源向上支払(共同)の「多面的機能の増進を

図る活動」(以下「増進活動」という。)が、効果的かつ効率的に実施されるよう、対象

組織は交付金の活動開始から２年目及び４年目に当該活動の実施状況や成果、活動によ

る地域の変化等を自己評価し、市町村に報告するとともに、市町村は、自己評価を実施



15 
 

した組織における当該活動を客観的に評価し、必要に応じて指導・助言を行うこととし

ている。（平成28年度から導入） 

 

２．推進活動に係る自己評価及び市町村評価 

 (１)推進活動の進捗状況 

   ①取組内容 

令和元年度及び２年度に自己評価を実施した対象組織（115組織）における推

進活動の取組内容は「農業者による検討会」が最も多く、次いで「農業者に対

する意向調査、農業者による現地調査」が多い状況である。 

②実施状況に係る自己評価 

     自己評価は、保全管理の目標達成に向けた進捗状況（STEP）により評価を行っ

ており、２年目評価では全組織がStep３までの評価であったのに対し、４年目評

価では８割以上の組織がStep３以上と評価し、Step５の組織も約３分の１となる

など、活動が進むにつれて上位のStepに進んでいるという結果になった。 

     ※ 保全管理の目標達成に向けた進捗状況(Step)  

Step０: 話し合いの場を持つための体制を整えている段階 

Step１: 地域の現状や目標を関係者の間で共有 

Step２: 目標に向けてどのような課題があるか整理 

Step３: 課題解決や保全管理の方法(体制や役割分担等）を検討 

Step４: 保全管理の体制強化の方針が決定 

Step５: 地域資源保全管理構想を作成し実践 

③効果の発現状況 

 「水路・農道等の地域資源の機能維持」と回答した組織が最も多く、次いで「地

域農業の将来を考える農業者の増加」との順となっている。４年目評価では２年

目評価と比較すると、「地域内外の担い手農業者との連携体制の構築」、「地域資源

を保全管理する人材の確保」、「担い手農業者や法人等の負担軽減」と回答する組

織が多い状況である。 

(２) 推進活動の自己評価に対する市町村評価 

    ①活動状況等の市町村評価 

      令和元年度に 39組織、令和２年度に 77組織（うち１組織は２町で評価）で実

施しており、評価結果は、「優良」の組織が７％、「適当」の組織が 92％であった。 

    ②取組による地域の変化 

      本交付金の取組による地域の変化としては、「共同活動により地域資源が適切

に保全管理され、遊休農地の発生が抑制されている。」との評価が最も多く、次い

で、「担い手農業者への農地利用集積・集約又は話し合いが進められている。」の

順となっている。 

 

３．増進活動に係る自己評価及び市町村評価 

(１) 増進活動の実施状況 

  ①増進活動の取組内容 
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令和元年度及び２年度に自己評価を実施した対象組織（115組織）のうち、増

進活動を実施した組織は92組織であり、取組内容としては「防災・減災力の強

化」が最も多く、次いで「農村環境保全活動の幅広い展開」が多い状況であ

る。 

②効果の発現状況 

 「地域住民の農村環境の保全への関心の向上」と回答する組織が最も多く、次

いで「自然災害や二次災害による被害の抑制・防止」、「農村環境の向上」の順と

なっている。 

③増進活動の取組数と発現する効果の数の関係 

増進活動の取組項目数は約７割の組織が１項目であり、１組織あたり平均は

1.4 項目となっているが、複数項目に取り組む組織は、効果が発現されていると

回答する効果の数が多くなっている。 

(２) 増進活動の自己評価に対する市町村評価 

    ①活動状況等の市町村評価 

       活動組織の活動状況等に対する市町村評価は、令和元年度に 33組織、令和２年

度に 60 組織(うち１組織は２町で評価)で実施しており、評価結果は、「優良」の

組織が９％、「適当」の組織が 90％であった。 

 

第５章 取組の推進に係る活動状況 

 
１．基本的な考え方 

本交付金による取組の推進にあたっては、北海道、市町村、農業者団体、対象組織の緊

密な連携により、実施することが必要であることから、北海道では、北海道、市町村、農

業者団体等から構成する北海道日本型直接支払推進協議会（道協議会）を推進組織として、

地域の推進体制に位置付ける。 

 
２．北海道の推進活動 

   ホームページを通じた情報提供（制度概要や要綱基本方針、第三者検討会の開催状況等）

やパネル展の開催、優良活動組織に対する知事表彰の贈呈などの普及啓発活動を実施し

ている。 
  また、新規取組地区を対象とした地元説明会、事務経理指導等を目的とした個別説明会

や意見交換会、市町村担当者を対象とした実務担当者会議を道協議会との連携により開

催している。 

   

これらの継続的な推進活動により、北海道における取組面積は令和元年度から２年度

にかけて増加するとともに、交付金制度の理解や活動の円滑かつ適正な実施に寄与する

など、効果が発現している。 
 

実施した推進・指導、支援内容（具体的な内容） 評価 

ホームページを通じた情報の提供 ○ 
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（具体的な内容：制度の概要や道の基本方針及び交付要領等の掲載。第三者検討会の開催状況

の公表など） 
パンフレット、機関紙、事例集等による普及・啓発 

（具体的な内容：国や道協議会が作成したパンフ、事例集（ミニパンフ）等を活用           

して説明会、意見交換会を実施） 

◎ 

研修会等の実施 

（具体的な内容：事務経理指導説明会(R1 24市町村・R2 30市町村)、現地意見交換会(R1 29市

町村・R2 33市町村)、市町村担当者等研修会(R1 19会場・R2 10会場)） 

◎ 

優良活動表彰による普及・啓発 

（具体的な内容：北海道産業貢献賞において、農業関係功労者として活動組織を表彰(R1 1 組

織、R2 1組織)） 

○ 

イベント、メディア等を通じた広報活動 

（具体的な内容：パネル展を開催 年１回） 
○ 

評価 ◎：かなりの効果があった、かなりの効果が現れる見込みがある 
    ○：ある程度効果があった、ある程度効果が現れる見込みがある 
    △：あまり効果がなかった、あまり効果が現れる見込みがない 
    ×：全く効果がなかった 
 
３．市町村の推進活動 

  ホームページや広報誌を活用した活動状況の紹介やパネル展などの広報活動により、

農業者に限らず広く普及・啓発活動を行っている。 
  また、外部講師派遣による研修など適正な組織運営に寄与している。 
 

これらの継続的な推進活動により、北海道における取組面積は令和元年度から２年度

にかけて増加するとともに、交付金制度の理解や活動の円滑かつ適正な実施に寄与する

など、効果が発現している。 
 

実施した推進・指導、支援内容（具体的な内容） 評価 

ホームページを通じた情報の提供 
（具体的な内容：活動組織の事業計画や活動状況の概要を公表） 

〇 

パンフレット、機関紙、事例集等による普及・啓発 

（具体的な内容：広報誌への掲載、普及用チラシの配布、イベントでのパンフレット配布など） 

◎ 

研修会等の実施 

（具体的な内容：外部からの講師による組織運営に係る研修、有害鳥獣捕獲に係る研修など） 
◎ 

優良活動表彰による普及・啓発 

（具体的な内容：未実施） 
－ 

イベント、メディア等を通じた広報活動 

（具体的な内容：イベントでのパネル展実施、ぬり絵コンテストの実施など） 
◎ 

評価 ◎：かなりの効果があった、かなりの効果が現れる見込みがある 
    ○：ある程度効果があった、ある程度効果が現れる見込みがある 
    △：あまり効果がなかった、あまり効果が現れる見込みがない 
    ×：全く効果がなかった 

 
４．推進組織の推進活動 【※ 推進組織 → 北海道日本型直接支払推進協議会】 

情報提供、普及啓発として、ホームページにより手引き、マニュアル等の掲載やこれま
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での相談事例を収集整理したＱ＆Ａ検索集を提供している。また、効果的な活動事例など

を収集し、各地域の状況に応じた更なる活動の充実・発展を図るため事例研究会、全道事

例発表会を開催し普及啓発に努めている 

   地域への指導支援活動として、新規取組地区を対象とした説明会、事務経理指導等を目

的とした個別説明会や意見交換会を開催するとともに、市町村担当者を対象とした実務

担当者会議を定期的に開催するなど事務の適正な執行を支援している。 

  広報活動として、一般市民の理解促進を図るため実行委員会形式で開催されるイベン

トへ参加し、子供を対象とした体験コーナーを設けるとともにパンフレット等の配布や

パネル展示を行っている。 

市町村、活動組織の事務負担軽減として、事務支援システムを運用し、事務作業のサポ

ートを実施している。 
 

これらの継続的な推進活動により、北海道における取組面積は令和元年度から２年度

にかけて増加するとともに、交付金制度の理解や活動の円滑かつ適正な実施に寄与する

など、効果が発現している。 
 

実施した推進・指導、支援内容（具体的な内容） 評価 

ホームページを通じた情報の提供 
（具体的な内容：手引き、活動事例、協議会ニュース、Ｑ＆Ａ検索サービス等の掲載） 

○ 

パンフレット、機関紙、事例集等による普及・啓発 

（具体的な内容：多面的機能支払交付金の手引き等(R1 9,700部、R2 4,800部)） 

◎ 

研修会等の実施 

（具体的な内容：事務経理指導説明会(R1 24市町村・R2 30市町村)、現地意見交換会(R1 29市

町村・R2 33市町村)、市町村担当者等研修会(R1 19会場、R2 10会場)） 

◎ 

優良活動表彰による普及・啓発 

（具体的な内容：未実施） 
－ 

イベント、メディア等を通じた広報活動 

（具体的な内容：農業・農村ふれあいフェスタ in赤れんがへの参加(来場者:R1 約 9,000人、

R2 約 3,000人)） 

○ 

事務負担軽減を目的とした推進活動 

（具体的な内容：事務支援システムの導入） 

◎ 

評価 ◎：かなりの効果があった、かなりの効果が現れる見込みがある 
    ○：ある程度効果があった、ある程度効果が現れる見込みがある 
    △：あまり効果がなかった、あまり効果が現れる見込みがない 
    ×：全く効果がなかった 
 

《多面的機能支払版 SDGsの達成への貢献※参考》 

 令和２年度実施状況報告書、活動組織アンケート結果などから現況の取組状況等を記載 

指   標 現況（R2） 

SDGs17：地域協働の力により目標を達成する  

 多面的機能支払交付金に取り組む市町村数 152市町村 

84.9％ 

 NPO法人化した組織数 －組織 
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該当なし 

 土地改良区と連携して活動を行っている組織数 335組織 

45.2％ 

 

第６章 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等 

 

１．取組の推進に関する課題 

(１) 道内の農村地域では、人口減少や高齢化の進行により、集落機能の維持や地域資源

の保全、コミュニティの活力低下への対応が必要となっている。 

(２) 今回の評価結果では、平成 19年度の農地・水・環境保全向上対策から継続して取り

組んでいる「地域資源の適切な保全管理」や「農村環境の保全・向上」などの項目で

効果の発現が見られる一方で、平成 26年度からの取組である「構造改革の後押し等地

域農業への貢献」は、取組の期間が短く一定程度の効果の発現にとどまっていること

から、今後も取組が広がっていくよう、本交付金による地域の共同活動に対する支援

を引き続き行う必要がある。 

  

２．今後の取組方向 

(１) 農業者以外の多様な主体の参画や組織の広域化等を推進し、将来にわたり地域資源

が持続的に保全管理されることが可能となる体制の強化を図る。 

(２) 田んぼダムなど防災・減災の取組や災害時の応急対策の取組事例等について、地域

住民も含めて広く情報発信を行うなど防災意識の向上等を図る。 

(３) リーダーの育成・確保により保全管理体制を強化するともに、地域コミュニティの

活性化を図る。 

(４) 本交付金の取組が農産物の高付加価値化や６次産業化などのきっかけとなり地域

農業の発展に役立つよう情報発信を行う。 

(５) 組織や市町村が共同活動や地域活性化に継続して取り組めるよう、事務処理負担軽

減を目的に開発した事務支援システムの効果的な運用を図る。 

 

３．制度に対する提案等 

市町村アンケートにおいて、現行制度に対する課題や新たな仕組みの提案・要望すべき

事項の聞き取りを行ったところ、次のとおり制度等の提案等について回答があった。 

 

＜制度関係＞ 

○ 多面的機能支払交付金の着実な推進に必要な予算を確保するとともに、北海道及

び市町村の財政負担軽減のため、地方財政措置の充実を図ること。 

また、地域の実情に応じた活動が取り組みやすくなるよう制度の運用を図ること。 

  ○ 本対策による共同活動の継続支援が重要であるため、多面的機能の発揮のための

活動に必要な交付単価を設定すること。 

○ 活動組織における事務負担（活動記録等の作成、整理等）については、活動の継続

に大きく影響することから、引き続き軽減を図ること。 
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○ 市町村における業務（計画認定や現地確認等）が増大し、職員の負担が増加してい

るので、市町村における業務の軽減を図ること。 

○ 活動組織の体制強化を目的とした広域化には、恒久的な事務局体制づくりのため、

事務作業の委託などが必要であることから、支援措置の拡充を図ること。 

＜事務関係＞ 

○ 各種調査（進捗状況・事例調査等）の趣旨は理解するが、調査回数が多すぎること

から既存資料の活用による調査内容の見直しやゆとりを持った調査期間とするなど

改善を図ること。 



中間評価における各効果事例の内容

効果のカテゴリー 市町村名 活動組織名 事例のタイトル 事例の概要 SDGｓ 備考

地域資源の適切な保全管理 清水町 しみず環境保全広域協定
(1) 1)
地域資源の適切な保全管理の
推進

事務作業の委託や活動組織の広域化により組織体制の
強化が図られたことにより、農業者の作業負担が軽減さ
れ施設の適切な保全管理につながっている。

2,9,17

農業用施設の機能増進 栗山町
栗山町多面的機能推進協議会
広域協定

(1) 2)
農業用施設の機能増進の推進

施設の長寿命化の活動で土水路をコンクリートフリュー
ム水路に更新したことにより、施設の機能増進が図られ
るとともに維持管理の労力が軽減されている。

2,9

農村環境の保全・向上 下川町 中央・上名寄地区資源保護隊
(1) 3)
農村環境の保全・向上の推進

「農地周りの環境改善活動の強化」の取組の一環として
定点暗視カメラで生態を把握し、出没箇所に箱わなを設
置することにより、効果的な捕獲につながり、有害鳥獣
（アライグマ）による農作物被害の軽減を図っている。

2,9,11,15

自然災害の防災・減災・復旧 岩見沢市 岩見沢市広域協定
(1) 4)
自然災害の防災・減災・復旧の
推進

水田の落ち口にV字型の田んぼダム用堰板を設置し、水
田の雨水貯留機能を活動した田んぼダムの取組を行うこ
とにより、排水機場への負荷軽減が図られるなど、地域
の防災・減災に寄与している。

2,9,11,13

農村の地域コミュニティの維持・強化への貢献 厚沢部町 当路地区環境保全会
(2) 1)
農村の地域コミュニティの維持・
強化への貢献の推進

鹿子舞保存会と連携して農村文化伝承活動に取り組む
ことにより、地域で集まる機会や交流する場が増加する
など農村コミュニティの強化につながっている。

2,8,9,11,16

構造改革の後押し等地域農業への貢献 北竜町 北竜町活動組織
(3) 1)
構造改革の後押し等地域農業
への貢献の推進

景観形成活動の一環としてひまわりの植栽を実施するこ
とにより、町づくりのシンボルとしてブランド化。観光客の
増加や消費者へのPRに寄与し、農産物の高付加価値化
や６次産業化に繋がっている。

2,8,9,11,17

都道府県独自の取組 標茶町 標茶西地区農地・水保全隊
(4)
北海道独自の取組の推進

排水路に設置された沈砂池の土砂上げを行うことによ
り、湿原への土砂流出が抑制され生態系保全に寄与して
いる。

2,6,9,10



○ 本地域は、高齢化や後継者不足に
より、事務処理を担う人材確保に苦
労しており、活動終了となる組織も
出るなど、適切な地域資源の保全管
理が困難になっていた。

〇 保全管理する水路や農道は大規模
なものもあり法面の斜面が長いこと
などから作業が負担となり、安全性
の確保も課題となっていた。

しみず環境保全広域協定（北海道清水町）

活動開始前の状況や課題 取組内容 取組の効果

(1) 1)地域資源の適切な保全管理の推進

【地区概要】※R2年度時点
・認定農用地面積 4,603ha

（畑 3,387ha、草地 1,216ha）
・資源量 水路 85km、 農道 72km
・主な構成員 農業者、自治会、

女性会、子供会
・交付金 約 49百万円（Ｒ２）

農地維持支払
資源向上支払（共同）

○ 事務作業の委託により、負担軽減
を図るとともに、町内の８組織が広
域化することにより組織体制の強化
を図った。

かんきょうほぜんこういききょうてい しみずちょう

○ 清水町では、12の活動組織による保全管理活動が行われてきたが、高齢化や後継者
不足により活動終了となる組織も出るなど、適切な地域資源の保全管理が困難となっ
ていた。

○ このため、各々の活動組織で行っていた事務作業の負担軽減を目的に、事務を委託

するとともに、広域化による組織体制の強化を図った。

○ これにより、農業者は事務処理の負担が軽減されるとともに、外注等による維持補
修体制が構築されるなど、施設の適切な保全管理が図られた。

平地農業地域

○ 保全活動（土砂上げ、法面補修、
敷砂利等）の外注等による大規模組
織ならではの維持補修体制を構築。

地
域
資
源
の

保
全
管
理

キ
ー
ワ
ー
ド

〇 広域化後は各組織の代表者による
点検で補修箇所を決定して、外注の
大型契約により適期の対応が可能と
なった。

農道側溝の雑木伐採

〇 事務作業の委託により農業者の事
務負担の軽減が図られ、保全活動や
営農に専念することが可能。

＜事務作業時間＞
広域化前 月40時間
広域化後 作業なし

農道の敷砂利

大幅に削減

外注による水路の泥上げ施設の点検



○ 本地域は、急傾斜の地域であ
り、雪解けや大雨時に土砂が流
出し、年間を通して堆積した土
砂上げに多くの労力を費やして
いた。

○ 土砂が流出する水路は未整備
の土水路であり、早急にコンク
リートトラフに更新し施設の機
能増進を図る必要があった。

栗山町多面的機能推進協議会広域協定（北海道栗山町）

活動開始前の状況や課題 取組内容

Ｒ３ 土砂の堆積がなく、 作業時間なし
（ ※ R2施工 L=600mの排水路の場合）

取組の効果

(1) 2)農業用施設の機能増進

【地区概要】※R2年度時点
・認定農用地面積 5,182ha

（田 3,672ha、 畑 1,510ha）
・資源量 水路 336km、農道 215km

ため池 17箇所
・主な構成員 農業者、土地改良区

農業振興公社
・交付金 約 180百万円（Ｒ２）

農地維持支払
資源向上支払（共同、長寿命化）

○ 土砂上げに要する時間（春）
Ｒ２ ４時間×２回/年×４人＝３２時間

くりやまちょうためんてききのうすいしんきょうぎかいこういききょうてい くりやまちょう

○ 中山間地域で急傾斜が多い本地域では、雪解けや大雨時に土砂が流出し、年間を通

して土砂上げに多くの労力を費やしていた。

○ このため、資源向上支払（長寿命化）の取組により、土水路をコンクリートトラフ

に更新し、施設の機能増進を図った。

○ これにより、土砂上げ作業の労力が削減され、維持管理の労力が大幅に軽減された。

○ 資源向上支払(長寿命化)の取組
により、土水路をコンクリートト
ラフに順次、更新。

中間農業地域

農
業
用
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の
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能
増
進

キ
ー
ワ
ー
ド

施行後

施行前

施行中

○ 土砂の堆積がなくなったことにより、維
持管理の労力が大幅に軽減。



中央・上名寄地区資源保護隊（北海道下川町）

活動開始前の状況や課題 取組内容 取組の効果

(1) 3)農村環境の保全・向上の推進

【地区概要】※Ｒ2年度時点
・認定農用地面積 293ha

（田293ha）
・資源量 水路 71km、 農道 35km
・主な構成員 農業者、公区、

土地改良区等

・交付金 約 12百万円（Ｒ２）

農地維持支払
資源向上支払（共同、長寿命化）

○ 維持管理の不十分な施設は減少し、
水路の漏水等は解消されつつあり、減
災体制も強化された。

○ カメラ40台と箱わな３個を設置した
対策により、令和２年度は４匹捕獲。

〇 農業被害の軽減のほか、安定した農
業生産環境の維持、地域の有害鳥獣対
策への意識向上が図られている。

○ 定点暗視カメラでアライグマの生態
を監視し出没箇所に箱わなを設置し、
農作物被害の軽減を図っている。

ちゅうおう・かみなよろちくしげんほごたい しもかわちょう

○ 本地域は、過疎化・高齢化などの進行に伴う集落機能の低下により、地域資源の適
切な保全管理が困難となりつつあった。

○ このため、農業者だけではなく地域住民や関係団体等が幅広く参加する活動組織を
設立し、施設の簡易補修のほか農村の自然環境や景観を守る共同活動を地域に根付
かせている。

○ これにより、近年、頻出している有害鳥獣アライグマの農作物被害の対策を講じる
際には、多くの農業者や関係者の協力を得ながら、定点暗視カメラや箱わなの設置を
進めている。

中間農業地域 キ
ー
ワ
ー
ド

定点暗視カメラ設置撮影状況

農道の草刈り共同作業景観美化の花壇植栽

箱わなとアライグマの爪跡

○ 本地域は、過疎化・高齢化など
の進行に伴う集落機能の低下によ
り、地域資源の適切な保全管理が
困難となりつつあった。

〇 近年は、有害鳥獣アライグマの
頻出により、農作物被害が増加し
ている。

○ 共同作業に地域住民や関係団体等が
幅広く参加し、農道では砂利補充、水
路では泥上げ作業及び老朽化した水路
の補修工事を実施している。

農
村
環
境
の

保
全
・
向
上

用水路目地詰め共同作業



○ 本地域は、石狩川の中下流域で
河川の合流も多く、大雨時に農業
用排水路や小河川の溢水のおそれ
があるなど洪水対策が地域の大き
な課題となっていた。

〇 市内に15箇所ある農業用排水機
場は、近年の気候変動の影響から
稼働回数が多くなり、機場への負
荷も懸念されていた。

岩見沢市広域協定（北海道岩見沢市）

活動開始前の状況や課題 取組内容 取組の効果

(1) 4)自然災害の防災・減災・復旧の推進

【地区概要】※Ｒ2年度時点
・認定農用地面積 17,178ha

（田 15,317ha、畑 1,845ha、草地 16ha）

・資源量 水路 2,976km、農道 1,189km
ため池 ９ヶ所

・主な構成員 農業者、自治会、女性会
JA、農事組合法人 など

・交付金 約 636百万円（Ｒ２）

農地維持支払
資源向上支払（共同）

○ 田んぼダム用堰板の活用により、大
雨時の堰板操作や田んぼの見回りが不
要となるなど農業者の負担軽減が図ら
れた。

○ 水田の落ち口にＶ字型の田んぼ
ダム用堰板を設置し、水田の雨水
貯留機能を活用した田んぼダムの
取組を開始。
※ 取組面積 770ha（Ｒ２時点）

いわみざわしこういききょうてい いわみざわし

○ 本地域では、大雨時に農業用排水路や小河川の溢水のおそれがあるなど、洪水対策

が地域の大きな課題となっていた。

○ このため、『災害に備えて活力のある農業・農村』を目指して、田んぼダム用堰板

を設置するなど平成３０年度から本格的に田んぼダムの取組を開始。

○ これにより、大雨時に排水路への流出が抑制されるなど、地域の防災・減災に寄与

している。

都市的地域
キ
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排水機場の負荷軽減

田んぼダム用堰板

降雨後取組区域図

○ 大雨時に排水路への流出が抑制され
ることにより、排水機場の負荷軽減が
図られるなど、地域の防災・減災に寄
与している。

通常時

降雨時は、Ｖ字部分
の断面に応じて排水
されるため、堰板操
作が不要。（最大で
10㎝の雨水の貯留が
可能）



当路地区環境保全会（北海道厚沢部町）

活動開始前の状況や課題 取組内容 取組の効果

(2) 1)農村の地域コミュニティの維持・強化への貢献

【地区概要】※R2年度時点
・認定農用地面積 117ha（田 117ha）
・資源量 水路 24km、農道 7km

ため池 1ヶ所
・主な構成員 農業者、老人クラブ、

鹿子舞保存会
・交付金 約 5百万円（Ｒ２）

農地維持支払
資源向上支払（共同）

○ 法面の草刈や外注も活用した農
道の砂利敷きなど地域資源の保全
管理活動を実施。

とうろちくかんきょうほぜんかい

○ 本地域は、高齢化や後継者不足等による担い手農業者の経営面積増加により、地域
資源の保全管理が大きな負担となっていた。

○ このため、平成26年度から本対策に取り組むこととし、29年度からは地域コミュニ
ティの取組を強化するため、清掃活動、植栽活動や鹿子舞保存会との連携による農村
文化伝承活動に取組。

○ これにより、地域内交流が活発となり世代間交流の増加など、地域コミュニティの
維持、強化に繋がっている。

○ 地域内交流を目的に町内会や老人
クラブと連携した清掃活動や植栽活動
を実施。

中間農業地域

○ 鹿子舞保存会と連携し、農村文化
伝承活動に取組み、町新年交流会で
披露するなど農村コミュニティを強化。
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●地域住民人口
(H26)        (R2)

109人 →  85人
※ 22%の減少

●保存会員数
(H29)        (R2)

17人 →  17人
※増減なし

あっさぶちょう

○ 施設の補修等が容易に行え、適切な
保全管理が可能となった。

○ 活動を通じて地域住民が集まる機会
が増え町内会や老人クラブなど団体間
の交流が活発となった。

○ 農村文化伝承活動を通じて、世代間
交流が増加することで、過疎化が進行
する中でも保存会員数を確保すること
ができた。

○ 本地域は、地域住民の減少や高
齢化の進行により、担い手農家の
経営面積が増加し、農地や施設の
管理が手薄となっていた。

○ 施設の保全管理や地域の花壇づ
くりは自費で実施していた。

○ 地域コミュニティが希薄となり
つつあり、集落機能の低下が懸念
されていた。

清掃活動 農道の砂利敷き 伝統芸能の鹿子舞



北竜町活動組織（北海道北竜町）

活動開始前の状況や課題 取組内容 取組の効果

(3) 1)構造改革の後押し等地域農業への貢献の推進

【地区概要】※Ｒ２年度時点
・認定農用地面積 2,787ha

（田 2,478ha、畑 309ha）
・資源量 水路 207km、 農道 85km
・主な構成員 農業者、自治会、JA

商工会 など
・交付金 約 97百万円（Ｒ２）

農地維持支払
資源向上支払（共同）

ほくりゅうちょうかつどうそしき ほくりゅうちょう

○ 本地域は、農家戸数の減少などから施設等の保全管理が困難となっていた。また、

景観形成として実施していたひまわりの植栽は、個々に実施し点在していた。

○ このため、活動組織による共同活動を実施するとともに、ひまわりの植栽を景観形

成活動の一環として共同活動に位置づけ集約化などに取組。

○ これにより、保全管理労力の低減に繋がるとともに、景観形成活動は町づくりのシ

ンボルとしてブランド化。農産物の高付加価値化や６次産業化に寄与している。
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播種風景 ひまわり開花風景
刈り取り風景 ひまわり油

土砂上げ 農道の砂利補充

○ 本地域は、農家戸数の減少によ
り、各農家が実施する施設等の保
全管理が困難となっていた。

〇 景観形成、町のシンボルとして
各農家が農地でひまわりの植栽を
開始していたが、植栽範囲が点在
しており、集約化が課題となって
いた。

○ 施設等の保全管理について、共同
活動による管理体制を確立するため、
活動組織を設立

○ 地域の共同活動により、維持管理
労力の低減に繋がった。

○ 「ひまわりの里」を核とした植栽
が町全域で推進されていたが、ひま
わりの植栽を共同活動に位置づけ、
作付け時期等の工夫や植栽活動の集
約化を実施。

○ ひまわりの植栽は町全域で推進さ
れ、植栽活動の集約化等により、単
なる観光資源にとどまらず、町づく
りのシンボルとしてブランド化

○ 観光客の増加や消費者へのＰＲに
寄与し、ひまわりライス等の高付加
価値化やひまわり油の販売促進など
６次産業化に繋がっている。



標茶西地区農地・水保全隊（北海道標茶町）

活動開始前の状況や課題 取組内容 取組の効果

(4) 都道府県独自の取組

【地区概要】※R2年度時点
・認定農用地面積 1,514ha

（草地 1,514ha）
・資源量 水路 13km、農道 20km
・主な構成員 農業者、非農業者、

JA
・交付金 約 4百万円（Ｒ２）

農地維持支払
資源向上支払（共同）

○ 遊休農地の発生を抑制し、平成20年
度以降、遊休農地は発生していない。

○ 排水路や農道の草刈りや除草後
の適正処理とあわせ、施設周辺の
ゴミ拾いを行う環境保全の取組を
実施。

しべちゃにしちくのうち・みずほぜんたい

○ 本地域は、北海道の東部に位置する大規模酪農地帯にあり、釧路湿原に隣接してい
ることから貴重な野生動植物の生息地として生態系保全が特に重要な地域である。

○ このため、施設の適正な保全管理に取り組むとともに、農地からの土砂等が湿原に
流出しないよう沈砂池の適切な管理に取り組んでいる。

○ これにより、地域に一体感が生まれ、遊休農地の発生を防止するとともに担い手農
家への農地集積へとつながり草地の保全が図られている。

○ 生態系や環境の保全のため農地
からの土砂流出を抑制する大規模
な沈砂池(7ヵ所)の土砂上げを定期
的に実施。
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沈砂池の管理

○ 沈砂池の適切な管理により、農地か
ら湿原への土砂流出を抑制している。
※ 令和２年度 土砂浚渫量 544立方メートル

○ 地域の環境保全に取り組む意識が向
上し、地域の一体感が生まれ、担い手
農家への農地集積が図られている。

○ また、離農者の増加による担い
手農家の不足などから農地や施設
の保全管理の粗放化による遊休農
地の発生が懸念されていた。

○ 本地域は、日本最大の釧路湿原
に隣接し、特別天然記念物である
タンチョウのほか、イトウ、キタ
サンショウウオなど多くの希少種
が生息している。

○ このため、草地からの土砂の流
出、雑草やゴミの拡散の防止など
生態系保全に配慮すべき地域で
あった。

排水路の草刈
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